


































　「君が代」伴奏拒否事件（最三判平成19年 2 月27日民集61巻 1 号291頁）におい
ては、音楽担当の教諭が、小学校の入学式において、国歌斉唱時の「君が代」
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が、言論の自由を保障する修正第 1 条が、その前提となる思想の自由をカバー











メールを命じたことが問題になったコーダー事件（Corder v. Lewis Palmer Sch. 
Dist. No. 38, 566 F.3d 1219 （2009））から紹介していこう。
Ⅰ　高校の卒業認定の条件としての謝罪強制
　Corder v. Lewis Palmer Sch. Dist. No. 38, 566 F.3d 1219 （2009）
　事実の概要






















































































ング・ケースは、ティンカー事件（1969年）（Tinker v. Des Moines Independent 
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　しかしながらこの判決では、言論の自由が生徒に及ぶとしている一方で、修






に侵害」しているとはいえないとして、修正 1 条の保護が及ぶとした（see id. 
at 508）。
　これに対して、ブラック裁判官の反対意見は、教室は生徒の意見表明のため
の演壇ではなく、学びの場であることを強調し（see id. at 517）、規律への実質
的かつ相当程度の侵害に至らない、授業への集中を何となく妨げる行為につい
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2 　立会演説会における生徒の表現の自由

































































いる。 1 . 自分の価値観及び性格という殻の外に踏み出し、全く異なるキャラ
クターを受けとめさせるために、下品な対話を強制する。 2 . 作家の作品の全





























えられている（See Wooley v. Maynard, 430 U.S. 705, 714⊖15 （1977））。そこでこうし
た自由の確立とその範囲について、判例法理の展開をフォローしよう。まず
は、良心的戦争拒否と大学における科目の履修について問題になったハミルト
ン事件（1934年）（Hamilton v. Regents of University of California, 293 U.S. 245 （1934））
から紹介しよう。
1  大学への自由意思に基づく入学と特定科目の履修拒否



















































































































になる。まずは、 3 年後のバーネット事件（1943年）（West Virginia State Board of 
Education v. Barnette, 319 U.S. 624 （1943））を紹介しよう。
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3 　内面と密接なつながりのある行為の強制
























































































紹介するウーリー事件（1977年）（Wooley v. Maynard, 430 U.S. 705 （1977））であ
る（15）。
4  表示の強制と LRA 審査基準







































































































なった事件であるが、消極的な考え方も示されている。例えば、Todd v. State, 























































































ば、言論の強制が修正 1 条に違反しないためには、裁判所による LRA の審査
―更により厳格に、危険の切迫性も加味される―をパスしなければならないと
の考え方も示されている。問題になるのは、強制された表現に果たして内面が

































せばよい、との指摘がある。See Nora Sullivan, Insincere Apologies: The Tenth Circuit’s 






（ 2）　コーダー事件（2009年）における、強制言論の関する分析には、次の 4 つの問題点が








Nora supra note 1, at 543⊖44.
（ 3）　アメリカにおける生徒の表現の自由に関し、判例の流れをフォローしたものとして、
拙稿「生徒の学校内外における表現規制―アメリカにおける判例法理の展開―」東洋法
学57巻 1 号 1 頁（2013年）。本章は、この論文を基に記述している。
（ 4）　学校における表現規制は、生徒による表現への規制のみならず、一定の表現を強制す
る形でも行われうる。そうした強制言論に関し、アンケート実施の問題を扱った事件が

























か議論された事件がある。Fleming v. Jefferson County Sch. Dist. R-1, 298 F.3d 918 （10th Cir. 
2002）においては、1999年に 2 人の高校生が、構内で乱射し、12人の生徒の生命を奪っ
た事件があり、授業の再開にあたり、高校では乱射の記憶を思い起こさせないように建




















































































になる。See Seana Valentine Shiffrin, What is Really Wrong with Compelled Association?, 99 





がある。See Note, The Curious Relationship between the Compelled Speech and Government 
Speech Doctrines, 117 Harv. L. Rev. 2411，2418⊖19 （2004）. ［hereinafter Note］
（14）　バーネット事件（1943年）において、消極的言論の権利について多様な根拠が示され
た。個人の精神の自由 freedom of mind、個人の見解及び人格態度、これらは修正 1 条が
思想と良心の自由に配慮していることを示している。このうち、個人の精神の自由が突
出しており、その後の判例において支持されているとの指摘がある。See Nat Stern, The 
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強制と見ることも可能であろう。以下、これらが問題になった、Miami Herald Pub. Co., 






で、この訴えはフロリダ州法（本法）が定める反論権 right of reply に基づかれている。



















































影響を阻止する、信用のおけるバリアが存在しているとの保障はない。See Shiffrin supra 
note 12, at 859.「忠誠の誓い」は、実際のところは、まともに「誓い」として受け取られ
ることはない、なぜならば、述べている方も、聞いている方も、それが強制されてやっ
ていることを知っているからだ、という反論もあるかもしれない。しかし、そうした割















の市民の言論が誤解されるとの相当程度のおそれは存在しない。See Shiffrin, supra note 
12, at 852⊖53.






は禁止されていない。See Stern supra note 14, at 908⊖09.
（22）　自分が信じてもいないことを強制して発言させることは、表現の自由に対する最も重
大な侵害である、との指揮がある。See Recent Case: Constitutional Law―First Amendment―
Washington Court of Appeals Upholds Apology Requirement of Juvenile’s Sentence―State v. KH-









Brent T. White, Say You’re Sorry: Court-Ordered Apologies as Civil Rights Remedy, 91 Cornel L. 
Rev. 1261, 1299⊖30 （2006）. ［hereinafter White］
（24）　謝罪が被害者の救済を目的として行われ、その屈辱感を最大なものとしない限りにお
いては強制的な謝罪は「残虐」とはいえない。See White supra note 23, at 1297.






来の犯罪防止に合理的に関連しているからである。See id. at 817⊖18.
（26）　See State v. K.H.-H., 353 P. 3d 661, 668 （2015）. この事件は、ガールフレンドの自宅で性
的意図を有した第 4 級暴行罪を犯した高校生に対して、少年裁判所が、 3 ヶ月間の保護
観察、及び心からの謝罪をする手紙を相手に対して認めるよう命じたことが問題となっ










（27）　See Case supra note 22 at 598.
（28）　See White supra note 23 at 1294⊖95.
（29）　See Shiffrin supra note 12, at 863.
（30）　See White supra note 23 at 1296.
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